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正
化
法
規
則
に
規

定
さ
れ
る
収
納
・
保

管
口
座
と
し
て
活

用
す
る
こ
と
が
以

前
か
ら
認
め
ら
れ

て
お
り
、
パ
ス
コ
ー

ド
の
保
持
・
管
理
な

ど
に
つ
い
て
も
２

０
０
９
年
９
月
９

日
付
の
通
達
で
言

及
し
て
い
る
。 

通
知
に
つ
い
て

同
省
は
「
マ
ン
シ
ョ

ン
管
理
業
に
お
い

て
も
デ
ジ
タ
ル
ト

ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ

更
す
る
場
合
は
、
重

要
事
項
説
明
の
際

「
導
入
メ
リ
ッ
ト

な
ど
を
丁
寧
に
説

明
す
る
こ
と
が
望
ま

し
い
」
と
し
て
い
る
。 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

バ
ン
キ
ン
グ
は
、
適

電
子
��

マ
ネ
ー

��

活
用
��

「��重
要
��

」��   

建

て

替

え 

決
議
・
在
り
方 

ー
シ
ョ
ン
（
Ｄ
Ｘ
）

化
に
取
り
組
ん
で
い

る
。
管
理
組
合
・
管

理
会
社
双
方
に
メ
リ

ッ
ト
が
あ
る
と
思
う

の
で
、
Ｄ
Ｘ
を
活
用

し
な
が
ら
管
理
の
課

題
解
決
の
た
め
に
利

活
用
を
進
め
て
く
だ

さ
い
と
い
う
の
が
通

達
の
趣
旨
」
と
話
し

て
い
る
。 ◇ 

管
理
業
務
の
Ｉ
Ｔ

化
に
関
し
て
は
昨
年

８
月
、
管
理
協
が「
管

要
件
��

緩
和
��

含��
め��
て��
検
討
��

   

主
意
書
に
答
弁 

 

月 

日 

付

通

達 

「
ネ
ッ
ト
バ
ン
キ
ン
グ
」
も
提
示 

建
て
替
え
決
議
要

件
の
「
５
分
の
４
」
、

緩
和
の
必
要
が
あ
る

の
で
は―
。
昨
年
１

１
月
の
特
別
国
会

で
、
マ
ン
シ
ョ
ン
の

建
て
替
え
に
焦
点
を

定
め
た
質
問
主
意
書

が
参
議
院
に
提
出
さ

れ
て
い
る
。
建
替
え

決
議
の
要
件
緩
和
に

つ
い
て
見
解
を
問
わ

れ
た
政
府
は
、
お
と

と
し
７
月
１
７
日
に

閣
議
決
定
と
し
た
規

制
改
革
実
施
計
画
に

基
づ
き
「
決
議
等
の

在
り
方
に
つ
い
て
、

要
件
の
緩
和
等
の
方

策
も
含
め
て
検
討
し

て
い
く
」
と
答
弁
し

た
。 

◇ 
質
問
主
意
書
を
提

出
し
た
の
は
浜
田
聡

参
院
議
員
（
Ｎ
Ｈ
Ｋ

と
裁
判
し
て
る
党
弁

護
士
法
７
２
条
違
反

で
）
。
も
と
も
と
同
党

の
丸
山
穂
高
副
党
首

が
衆
院
議
員
だ
っ
た

昨
年
１
０
月
、
衆
議

院
に
主
意
書
を
提
出

し
て
い
た
が
解
散
で

答
弁
に
至
ら
な
か
っ

た
。 主

意
書
は
老
朽
化

等
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建

て
替
え
等
推
進
策
に

関
す
る
内
容
で
、
マ

ン
シ
ョ
ン
建
替
え
円

滑
化
法
の
「
容
積
率

緩
和
特
例
」
の
許
可

実
績
、
お
と
と
し
の

同
法
改
正
で
拡
充
さ

れ
た
要
除
却
認
定
の

対
象
に
係
る
要
件
の

在
り
方
な
ど
に
つ
い

て
尋
ね
て
い
る
。 

「
急
増
す
る
老
朽

化
等
マ
ン
シ
ョ
ン
に

対
応
す
る
に
は
建
て

替
え
等
推
進
策
を
抜

本
的
に
強
化
す
る
必

要
が
あ
る
」
と
し
て

建
替
え
決
議
要
件
の

緩
和
、
修
繕
や
除
却

に
要
す
る
最
低
限
の

費
用
の
積
み
立
て
の

法
的
義
務
付
け
な
ど

国
土
交
通
省
は
１

２
月
２
４
日
、
マ
ン

シ
ョ
ン
管
理
適
正
化

法
に
基
づ
く
管
理
事

務
の
Ｉ
Ｔ
化
に
つ
い

て
各
地
方
整
備
局
の

建
政
部
長
、
一
般
社

団
法
人
マ
ン
シ
ョ
ン

管
理
業
協
会
（
管
理

協
）
理
事
長
ら
に
通

知
し
た
。
管
理
組
合

資
金
の
決
済
方
法
と

し
て
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
バ
ン
キ
ン
グ
を
採

用
し
た
り
、
電
子
マ

ネ
ー
の
活
用
を
推
奨

す
る
内
容
だ
。
不
動

産
・
建
設
経
済
局
参

事
官
名
で
発
出
さ
れ

て
い
る
。 

通
知
文
書
で
は
昨

年
３
月
の
改
正
法
一

部
施
行
で
可
能
に
な

っ
た
、
Ｉ
Ｔ
を
活
用

し
た
重
要
事
項
説
明

書
の
交
付
な
ど
に
触

れ
「
マ
ン
シ
ョ
ン
管

理
業
に
お
け
る
Ｉ
Ｔ

化
の
推
進
が
図
ら
れ

て
い
る
と
こ
ろ
で
あ

る
」
と
言
及
し
て
い

る
。 そ

の
上
で
受
託
管

理
事
務
の
Ｉ
Ｔ
化
は

「
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理

業
界
全
体
の
業
務
効

率
化
や
人
材
不
足
対

策
に
資
す
る
だ
け
で

な
く
管
理
組
合
に
と

っ
て
も
役
員
の
担
い

手
不
足
や
事
務
負
担

軽
減
、
区
分
所
有
者

の
利
便
性
向
上
に
資

す
る
」
と
、
管
理
組

合
・
管
理
会
社
双
方

に
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る

点
を
強
調
。 

Ｉ
Ｔ
化
に
向
け
て

「
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

バ
ン
キ
ン
グ
や
電
子

マ
ネ
ー
な
ど
の
Ｉ
Ｔ

を
積
極
的
に
活
用
す

る
こ
と
が
重
要
」
だ

と
し
た
。 

電
子
マ
ネ
ー
導
入

の
必
要
性
に
つ
い
て

は
「
個
々
の
管
理
組

合
で
異
な
る
」
と
し
、

こ
の
た
め
管
理
組
合

が
導
入
を
検
討
す
る

際
は
「
適
切
な
説
明

や
助
言
を
積
極
的
に

行
う
」
よ
う
管
理
会

社
に
求
め
た
。 

導
入
で
管
理
委
託

契
約
書
の
内
容
を
変

国交省 

管理業務のＩＴ化を促進 

参議院 

理
組
合
資
金
の
決
済

方
法
と
し
て
金
融
機

関
の
エ
レ
ク
ト
リ
ッ

ク
バ
ン
キ
ン
グ
の
活

用
等
」
、
「
マ
ン
シ
ョ

ン
（
現
場
）
で
の
共

用
施
設
利
用
料
の
支

払
い
等
に
よ
る
現
金

授
受
の
廃
止
に
向
け

て
電
子
マ
ネ
ー
普
及

推
進
」
に
つ
い
て
周

知
を
検
討
す
る
よ
う

に
国
交
相
に
要
望
し

て
い
た
。（
マ
ン
シ
ョ

ン
管
理
新
聞
１
１
９

２
号
）
。 

に
つ
い
て
政
府
の
見

解
を
求
め
た
。 

「
容
積
率
緩
和
特

例
」
の
許
可
実
績
は

お
と
と
し
４
月
時
点

で
３
件
、
答
弁
で
は
、

そ
れ
以
降
昨
年
５
月

末
時
点
で
新
た
に
３

件
を
把
握
し
て
い
る

と
述
べ
て
い
る
。 

「
修
繕
や
除
却
費

用
積
み
立
て
の
法
制

化
」
に
つ
い
て
は
「
マ

ン
シ
ョ
ン
標
準
管
理

規
約
で
修
繕
積
立
金

の
額
は
管
理
組
合
が

自
主
的
に
決
め
ら
れ

る
べ
き
と
し
て
い

る
」
な
ど
と
し
、
法

的
な
義
務
付
け
に
は

「
慎
重
な
検
討
が
必

要
と
考
え
て
い
る
」

と
答
弁
し
た
。（
マ
ン

シ
ョ
ン
管
理
新
聞
１

１
９
２
号
）。 
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判
決
文
な
ど
に
よ

れ
は
、
こ
の
リ
ゾ
ー
ト

マ
ン
シ
ョ
ン
は
今
年

で
築
約
４
０
年
。
分
譲

終
了
ま
で
に
時
間
を

要
し
、
管
理
組
合
の
設

立
総
会
が
開
か
れ
た

の
は
２
７
年
前
。 

２
６
年
前
に
改
正

さ
れ
た
管
理
規
約
で

は
管
理
費
・
修
繕
積
立

金
の
「
管
理
費
等
」
の

負
担
に
つ
い
て
「
各
区

分
所
有
者
の
共
用
持

分
」
、
つ
ま
り
専
有
部

分
の
床
面
積
割
合
に

応
じ
て
「
算
出
す
る
」

と
定
め
ら
れ
た
が
分

譲
時
に
業
者
が
決
め

た
金
額
は
同
規
定
と

は
異
な
っ
て
い
た
。
規

約
改
正
後
も
管
理
費

等
が
共
有
持
分
に
応

じ
て
算
出
・
徴
収
さ
れ

る
こ
と
は
な
か
っ
た
。 

管
理
費
等
の
負
担

額
は
専
有
面
積
で
区

分
し
た
３
９
タ
イ
プ

あ
る
住
戸
ご
と
に
決

め
ら
れ
て
い
る
。
規
約

改
正
時
、
専
有
面
積
約

１
０
５
平
方
㍍
の
住

戸
で
は
１
平
方
㍍
当

た
り
の
管
理
費
負
担

額
が
約
２
１
３
円
だ

っ
た
の
に
対
し
、
約

１
９
平
方
㍍
の
住
戸

で
は
約
５
８
３
円
と

２
・
７
倍
以
上
の
差

が
あ
っ
た
。
結
局
こ

の
規
定
は
２
０
０
４

年
に
削
除
。「
管
理
費

等
の
額
に
つ
い
て
は

別
表
の
金
額
を
負
担

す
る
」
と
条
文
が
変

更
さ
れ
、
負
担
割
合

に
関
す
る
規
定
は
消

滅
し
た
。 

別
表
に
示
さ
れ
た

管
理
費
等
の
月
額

は
、
こ
の
時
点
で
は

規
約
変
更
前
と
変
わ

ら
な
か
っ
た
が
、
そ

の
後
管
理
組
合
は
３

回
に
わ
た
っ
て
別
表

を
変
更
。
１
４
年
の

変
更
で
は
修
繕
積
立

金
、
１
６
年
の
変
更

で
は
管
理
費
・
積
立

し
１
７
年
、
さ
い
た

ま
地
裁
に
提
訴
し

た
。 改

正
前
の
管
理
規

約
の
規
定
に
基
づ

き
、
専
有
部
分
の
床

面
積
割
合
に
よ
っ
た

場
合
の
管
理
費
等
を

算
出
し
、
こ
の
金
額

を
超
え
て
収
め
て
き

た
管
理
費
等
の
う
ち

時
効
に
掛
か
ら
な
い

過
去
１
０
年
分
の
返

還
を
求
め
た
。 

同
割
合
に
応
じ
て

算
出
し
た
金
額
を
超

え
る
管
理
費
等
を
収

め
る
義
務
が
な
い
こ

と
の
確
認
も
求
め

た
。 

管
理
費
・
修
繕
積
立
金
の
負
担
割
合
が
住
戸
の
タ
イ
プ
に
よ
っ
て
異
な
る
群
馬
県
の
リ
ゾ

ー
ト
マ
ン
シ
ョ
ン
で
、
区
分
所
有
者
５
人
が
、
こ
れ
ま
で
管
理
組
合
に
収
め
た
管
理
費
等
の

う
ち
過
去
１
０
年
分
を
対
象
に
、
専
有
部
分
の
床
面
積
割
合
に
応
じ
て
算
出
し
た
金
額
を
超

え
る
分
を
「
不
当
利
得
」
だ
と
し
、
返
還
を
求
め
管
理
組
合
を
提
訴
す
る
事
件
が
あ
っ
た
。

専
有
部
分
の
床
面
積
割
合
に
応
じ
て
算
出
し
た
金
額
を
超
え
る
管
理
費
等
を
収
め
る
義
務
が

な
い
こ
と
の
確
認
も
求
め
た
。
裁
判
は
１
審
・
控
訴
審
共
に
区
分
所
有
者
側
が
勝
訴
。
今
年

３
月
、
最
高
裁
が
上
告
棄
却
・
不
受
理
を
決
定
し
、
確
定
し
た
。 

３
月
に
区
分
所
有
者 

側
の
勝
訴
が
確
定 

群
馬
の
リ
ゾ
ー
ト
マ
ン
シ
ョ
ン 

「「「過過過払払払いいい分分分」」」ののの返返返還還還求求求めめめ提提提訴訴訴   
判判例例トトピピッックク  管理費等㎡当たり負担額 住戸で違い 最大 2.7 倍以上の差 

金
が
一
定
程
度
の
割

合
で
値
上
げ
さ
れ

た
。 こ

う
し
た
経
緯
を

た
ど
る
中
で
、
新
し

く
マ
ン
シ
ョ
ン
を
購

入
し
た
区
分
所
有
者

ら
が
管
理
費
等
の
負

担
割
合
の
不
衡
平
性

を
指
摘
。
最
終
的
に

新
築
時
か
ら
の
区
分

所
有
者
を
含
む
計
６

人
が
０
４
年
の
規
約

改
正
を
決
め
た
総
会

決
議
、
ま
た
変
更
後

の
規
約
無
効
を
主
張

１
９
年
４
月
の
さ

い
た
ま
地
裁
川
越
支

部
判
決
は
区
分
所
有

者
側
の
主
張
を
認
め

床
面
積
に
応
じ
て
算

出
し
た
額
を
超
え
て

徴
収
し
た
約
１
８
２

万
円
の
支
払
い
を
管

理
組
合
に
命
じ
た
。

同
面
積
に
応
じ
て
算

出
し
た
額
を
超
え
る

支
払
い
義
務
が
原
告

区
分
所
有
者
に
な
い

こ
と
も
認
め
た
。 

齋
藤
憲
次
裁
判
長

は
、
専
有
部
分
１
平

方
㍍
当
た
り
の
金
額 支

払
い
債
務
の
不
存
在
も
確
認 

に
着
目
。
２
・
７
倍

以
上
の
格
差
に
言
及

し
た
上
で
、
管
理
費

等
の
月
額
総
合
計
を

総
専
有
面
積
で
除

し
、
専
有
面
積
１
平

方
㍍
当
た
り
の
額
を

約
３
７
２
円
だ
と
認

定
。 全

体
の
約
５
７
％

が
３
７
２
円
以
上
を

負
担
し
て
い
る
実
情

か
ら
「
持
分
割
合
に

比
較
し
て
明
ら
か
に

不
均
衡
が
あ
る
」
と

指
摘
し
た
。 ◇ 

２
０
年
１
月
の
東

京
高
裁
判
決
も
１
審

判
決
を
支
持
。
提
訴

か
ら
控
訴
審
の
口
頭

弁
論
終
結
時
ま
で
に

各
区
分
所
有
者
が
収

め
た
管
理
費
等
に
つ

い
て
も
不
当
利
得
を

認
定
し
新
た
に
約
６

１
万
円
の
支
払
い
を

管
理
組
合
に
命
じ

た
。 控

訴
審
判
決
で
は

分
譲
時
、
売
買
契
約

書
で
管
理
費
等
は

「
共
有
持
分
に
応
じ

て
負
担
す
る
」
と
さ

れ
て
い
た
が
、
管
理

規
約
で
は
分
譲
業
者

が
当
初
就
任
し
て
い

た
「
管
理
者
」
が
別

途
定
め
る
管
理
費
等

を
管
理
者
に
支
払

う
、
と
規
定
さ
れ
て

い
た
事
実
が
新
た
に

認
定
さ
れ
た
。 

八
木
一
洋
裁
判
長

は
、
住
戸
取
得
時
に

管
理
費
等
が
共
有
持

分
に
応
じ
て
算
出
さ

れ
て
い
な
い
点
に
つ

い
て
「
説
明
さ
れ
た

こ
と
を
認
め
る
に
足

り
な
い
」
と
指
摘
。 

「
区
分
所
有
者
が

管
理
費
負
担
の
不
均

衡
や
格
差
を
認
識
し

て
い
た
と
は
認
め
ら

れ
な
い
」
と
し
「
購

入
者
は
正
確
な
持
分

割
合
と
費
用
負
担
割

合
が
異
な
っ
て
い
る

こ
と
も
熟
知
し
て
購

入
し
て
い
る
」
と
す

る
管
理
組
合
の
補
充

主
張
を
退
け
た
。 

仮
に
区
分
所
有
者

が
管
理
費
等
の
金
額

に
つ
い
て
同
意
し
て

い
た
と
し
て
も
「
そ

の
こ
と
を
も
っ
て

『
区
分
所
有
者
間
の

利
害
の
衡
平
』
が
図

ら
れ
て
い
る
と
い
う

こ
と
は
で
き
な
い
」

と
し
た
。（
マ
ン
シ
ョ

ン
管
理
新
聞
１
１
８

９
号
） 

 

床
面
積
割
合 

超
え
る
部
分 


